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1．背景 

北海道新幹線は、札幌への速達性を重視した設計とな

っており、函館に立ち寄ることによる距離のロスを最小

とする線形が選択された。その結果、新函館駅は函館市

中心部から約 15km 離れた JR 函館本線渡島大野駅に併
設が予定されている。そのため、函館空港（約 5km）
よりも遠く、アクセス交通の整備が求められている。新

幹線開業時の函館市内とのアクセス交通は、ＪＲで新函

館駅～函館駅間を運転するアクセス列車と予想される。

しかし、長年にわたり、南北海道における行政、経済、

文化の中心として大きな役割を果たしてきた函館駅前は、

近年、北東部への人口移動などにより商業・業務核の分

散が進行し空洞化が進み、函館駅と新函館駅を結ぶだけ

では、アクセス交通としての機能を十分に発揮できず、

状況によっては、新幹線利用者が低迷し需要を十分引き

出せないことも想定される。 

 

2．本研究の目的 

そこで本研究では、新幹線駅設置による新たなる交

通拠点に対して最適な軌道系アクセス交通の検討を行う

こととした。その中で、函館市の中核をなす五稜郭と新

函館駅を結ぶ軌道系交通機関について、技術面・採算性

から検討を行う。さらに、意識調査を行うことで新函館

駅アクセス交通に関するニーズの把握を行い、実現可能

性について検証することを目的とした。（図-1） 

3．北海道新幹線開業時の需要予測 

3-1．道央・道南と関東の需要予測 

 新幹線開業に伴う関東地域と道南・道央方面の需要予

測は、大橋（2000）の鉄道選択率モデル1）より算出され

ている。このモデルは、JRシェアとアクセス・イグレ
ス時間を含めた鉄道と航空の所要時間差の回帰分析を行

ったもので、相関係数R２=0.94 と極めて良い相関が得ら

れている。（図-2）このモデルを用いて八戸・新青森・

新函館開業時の需要予測を行っている。また、平成 14

年の八戸開業後の実績値との検証を行い、このモデル確

証が得られている。今回、このモデルを使用し最新の流

動データ2）から新函館駅の需要予測を関東方面だけでな

く、他の地域からの需要を考慮して予測を行った。 

SRij = ef (T) / ( 1+ ef (T) ) + 0.016 
f (T) = 1.171409－0.01814T 
R２=0.943544 
但し、SRij ： 区間別鉄道シェア 

T  ：所要時間差（鉄道－航空） 
ab  ：パラメータ 
c  ：札幌の理論 JR シェア値に合わせ設定 
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図-2 所要時間差と JR シェア 

 
3-2．道央・道南と東北の需要予測 

大橋モデルを使用して、東北地方と道央・道南地方と

の需要予測を行った（表-2）。これによると道央と東北
地方とは青森・岩手・宮城などでは所要時間差短縮によ

る鉄道選択率の増加が認められた。次に、道南と東北地

方との鉄道選択率は、現在函館-仙台の航空路線が運休
図-1 新函館駅の位置関係 
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中のため、新幹線開業後も鉄道選択率に大きな変化はな

 

いと推測される。 

3．新函館利用者の需要予測総計 
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5．LRV アクセス

線と函館市電と連絡新線

について交通システムについて共通化をする必要があり、

図-5 具体化プロセス 

図-3 新函館駅開業前後の利用者推移 

図-4 五稜郭周辺地図 

3-

平成 13 年度のデータより青函トン
者数は、年間 140 万 5200 人であり、１日あたり約

4000 人である。これが、関東・東北と道南・道央地域
からの需要予測結果と、その他の地域については、現在

の旅客流動量を加味して、新函館駅開業後の新青森・新

函館間を利用する旅客数を算出した。その結果、年間

336万 3500人となり H13年度の利用者数と比較して 2.4
倍の利用者増加し 1 日あたり 9200 人となると算出され
た。また、新函館利用者の北海道方面の出発地・目的地

は、ほぼ半数同士、道央方面と道南方面に持ち、残り

2%が道北・道東であることがわかった。図-3 に道南・
道央と関東・東北地方の開業後の利用者推移を示す。 

4．軌道系アクセス交通の具体化 

4-1．基本構想 
新函館駅の軌

の中核五稜郭への直通運転、②既存交通ネットワーク

の活用、③速達性の確保、④シームレスな交通サービス、

以上 4つ基本構想に従って交通手段の検討を行った。こ
れに基づき 2Caseの軌道系アクセス交通について提案を
する。 
（1）Ca

Ｃase1は、JR新函館駅から JR
て、函館市電の五稜郭公園前電停（以下、五稜郭）・

湯の川電停（以下、湯の川）に至る Light Rail Vehicle：

LRVである。 
（2）Case2：DM

Ｃase2は、JR新函館駅から JR表-2 道央・道南と東北地方との需要予測 

に至る Dual Mode Vehicle：DMV である。DMV につ
いては 6 章の中で詳細を示す。図-4 に周辺地図を示す。青 森岩 手宮 城秋 田山 形福 島

ＪＲ 18.37 3.15 1.69 2.41 0.52 0.93

航空 19.88 12.73 70.28 11.73 7.87 15.43

シェア率 48.0 19.8 2.3 17.0 6.2 5.7
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4-2．具体化プロセス 

異なる交通システム間

めには、交通システムを各段階で分析・問題点解消・

決定を行い、構想を具体化させてゆく必要がある。段階

として、交通の形態、施設対応の計画、機能対応の計画、

最後に事業化の意思決定と 4つのステップ3）に分け検討

を行った（図-5）。 
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要素の共通化を図るかもしくは、それぞれのシステムに

対応した車両を使用しなければならない。共通化方法の

検討の結果、軌道（軌間）・動力装置・電力動力設備 3
要素については、施設を共通化する必要があり、それを

もとに 9種類の共通化方法があることがわかった。 
（2）ルート設定 

 ルート設定は建設費に与える影響が大きく、極力短距

者数は 9200 人で

ては、所要時間・運転本数・必要編成

方公営企業年間5）から函館市電職員 1

算出 

方

法

川間に LRV アクセス交通を想

（2）交通シス

離で結ぶことが望ましい。JR 五稜郭駅～五稜郭公園前
電停には連絡新線を建設する必要があるが、この区間は

函館市電の旧路線があり、それを利用することで、土木

費が必要なくなるため安価に建設できるといえる。 
（3）アクセス交通輸送需要の推定 

 これまでの研究により新函館駅利用

そのうち道南方面利用者が 49%であることがわかって
いる。しかし、アクセス交通選択率に関しては検証を行

っていないため、空港アクセス鉄道選択率を参考に

10%～40％の範囲を想定することとした。また、JR 五
稜郭駅と五稜郭間は都市の基幹公共軸を構成しており、

函館圏総合都市交通体系調査で 5000 人/日の想定需要が
あると報告されている。そこで、アクセス利用者と都市

内交通利用者が本研究で提案する軌道系交通機関の輸送

需要にあたると想定した。 
（4）運行計画 

 運行計画に関し

数・1編成に必要な車両数について検討を行った。 
（5）要員計画 

 要員計画は、地

人あたりの年間列車走行キロ数を算出し、LRV年間走行
キロ数から除することで職員数を推定した。 
（6）LRV アクセス交通の概略事業費・営業費の

上記の（1）～（5）の項目を考慮し最も低廉な建設
で約 50 億円（車両費を含む）必要であることがわか

った。また、営業費については、保守費（線路・車両）

と動力費、人件費について取り上げ推計した結果、年間

約 3.1億円必要なことが分かった。 
（7）LRV 採算性の検討 

 表-3 に新函館駅～湯の
定した際の年間損益と回収年数の表を示す。これより、

アクセス利用者のみでは、黒字に転換するのは困難であ

るといえる。また、都市内交通利用者分を考慮しても相

当な利用者がいなければ回収が困難であるといえる。 

6．DMV アクセス交通の検討 

（1）DMV の概要 
 Dual Mode Vehicle：DMV とは、道路とレールを自在
に行き来できる、新しい車両であり、JR北海道によっ
て 2004 年 1 月に試験車が開発された4）。（図-6）試作
車は、レール上を 70km/ｈで走行し、旅客定員は、マイ
クロバスを改造し作製されたため 28 名となっている。
今後、降積雪地域の走行安全性、運行システム、連結制

御などの技術開発を行い、現在より大型なプロトタイプ

（定員 40 名）を作製し、3 年後を目処に実用化を推進
している。 

図-6 DMV プレスリリース 

テムの共通化 

DMV は JR 線（レール走行）と道路走行の双方の交
通システムに対応した設計となっているため、共通化に

ともなう既存施設の改良や連絡新線の建設といった大規

模工事の必要はない。 
DMV アクセス交通は、LRV アクセス交通の中で論じ
たプロセスに従って検討を行ったので、詳細については

省略する。ただし要員計画に関しては、LRV とは異な
るアプローチを行ったので以下に記す。 
（3）要員計画 

 DMVは、レールと道路で走行モードが異なりまた、
鉄道とバスでは運転免許が異なるため、レール走行時と

道路走行時を分けて要員計画を検討した。レール走行時

は年間列車走行キロと運転職員の関係6）から、道路走行

時はバス実車走行 1 キロあたりの運送費7）から推定した。 

（4）DMV アクセス交通の概略事業費・営業費の算出 

DMV 走行に伴う建設費は軽微である。そこで車両費
も含めた事業費は約 10 億円程度であると推測される。
DMV は既存の鉄道車両と比較すると定員数も少なく
（プロトタイプ：40 名）、連結性能も現車両には兼ね
備えていないため、運用効率が低いとされる。運用効率

は採算に大きく影響を与えるため、車両の大型化・連結

性能の技術開発によって採算がどのように変化するかに

ついても検証を行った。連結性能については、①連結不

能②レール走行時のみ連結可能③レール・道路で連結可

能の 3 種類、大型化については、①小型（定員 28 名）
②中型（定員 40名）③大型（定員 70名）の 3種類につ
いて検証を行った。その結果、連結性能を持ち車両が大

型化することで事業採算性を確保できることがわかった。

表-3 LRVアクセス交通の年間損益と回収年数
上段：年間損益
下段：回収年数

5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%
-2.55 -2.06 -1.57 -1.08 -0.59 -0.09 0.40 0.89
× × × × × × 111 49
-2.13 -1.64 -1.15 -0.66 -0.17 0.33 0.82 1.31
× × × × × 135 54 34
-1.71 -1.22 -0.73 -0.24 0.25 0.75 1.24 1.73
× × × × 174 59 36 25
-0.87 -0.38 0.11 0.60 1.09 1.58 2.08 2.57
× × 402 73 40 28 21 17
-0.03 0.46 0.95 1.44 1.93 2.42 2.92 3.41
× 96 46 31 23 18 15 13
0.80 1.30 1.79 2.28 2.77 3.26 3.76 4.25
55 34 25 19 16 13 12 10
1.64 2.14 2.63 3.12 3.01 3.50 3.99 4.48
27 21 17 14 19 16 14 13
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表-4 にレール走行時のみ連結可能、中型とした時の回
収年数表を示す。また、LRV と DMV の検討結果を表-5  
に示す。 

7．意識調査 

7-1．意識調査の目的 
 これまでに、LRVとDMVを使用しJR新函館駅アクセ
ス交通について検討を重ねた。その結果、DMVアクセ
ス交通はLRVと比較して事業としても採算性が高いこ
とがわかっている。そこで、実際DMVアクセス交通に
絞って、どのような需要があるか算出するために、実験

計画法8）を用いたアンケート調査を行うこととした。本

調査では、函館市民のアクセス交通行動実態や、北海道

新幹線開業時に新函館駅と五稜郭がDMVで結ばれた場
合の函館市民の選好意識を測定し、DMV選択率モデル
を構築することとした。 
 
7-2．アンケート調査概要 

 本調査では、五稜郭を発着するアクセス交通に関して、

アクセス交通の選択行動に関する意識データを収集する

ため、五稜郭周辺住民を対象とする必要がある。そこで、

12月下旬に住民を対象にアンケートを配布する。 
 
7-3．アンケート票の設問 

本調査では、交通行動特性に関する設問、数量化理

論 2類による設問、実験計画法による DMV選択意識に

関する設問から構成されている。実験計画法による意識

調査では、DMV と想定される他の交通機関の交通サー
ビス要因を取り上げ、水準を設定した。（表-6） 

表-6 変動要因と水準 

表-4 DMV アクセス交通の年間損益と回収年数
水準1 水準2

Ａ アクセス運賃 400円 550円

Ｂ DMV 所要時間 20分 40分

Ｃ アクセス距離 500ｍ 1000ｍ

Ｄ 自家用車・連絡バスの遅れ ない しばしばある

要因の説明上段：年間損益

そして、全 4種類の交通機関（DMV、路線バス+JR、
連絡バス、自家用車）と比較し選好意識を測定して選択

率を算出する。そのため、他の交通機関のサービスにつ

いては固定し、現状と比較して逸脱しないような設定値

をとった。 
7-4．DMV 選択率モデルの利用方法 

 本研究では、調査結果より DMV 選択率モデルを構築
し、利用者数の把握を行うことを考えている。このモデ

ルには、自宅から DMV 発着箇所までのアクセス距離が
要因に含まれているため、函館市内の他地域にも適応で

きると考えられる。そこで、DMV 走行ルート上での乗
降が出来ることを想定して、走行ルート上での利用者数

把握を行い、採算性について検討を行う予定である。さ

らに、採算性を向上できる DMV 走行ルートについても
提言を行うことを考えている。 

表-5 LRV と DMV の検討結果 

下段：回収年数

5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%
-0.88 -0.39 0.10 0.59 1.09 1.58 1.31 1.80
× × 97 17 9 6 8 6
-0.46 0.03 0.52 1.01 0.75 1.24 1.73 2.22
× 323 19 10 13 8 6 4
-0.04 0.45 0.18 0.67 1.17 1.66 2.15 2.64
× 22 55 15 9 6 5 4
0.04 0.53 1.02 1.51 1.25 1.74 2.23 2.72
256 19 10 7 8 6 4 4
0.12 0.61 1.10 1.59 2.09 2.58 3.07 2.80
84 16 9 6 5 4 3 4
0.96 1.45 1.94 1.67 2.17 2.66 3.15 3.64
10 7 5 6 5 4 3 3
1.04 1.53 2.02 2.51 3.01 2.74 3.23 3.72
10 7 5 4 3 4 3 3

アクセスDMV選択率

都
市
内
交
通
利
用
者
分

0人

500人

1000人

2000人

3000人

4000人

5000人

Case1 Case2

概略

JRと函館市電が直結
することで、アクセス
交通と都市内交通の
融合を図るケース

五稜郭中心部との直
結を重視し、事業費を
低く抑えることを想定
したケース

車両 LRV DMV

運行区間：新函館～ 湯の川 五稜郭

走行延長 21.3km 17.8km

新線建設延長 1.7km 0km

所要時間 約45分 約30分

事業費 約44億円 おおよそ10億円程度

アクセス交通需要

営業費 3.1億円 2.1億円

年間損益（回収年数） 0.11億円（402年） 1.02億円（10年）

事業化の可能性 可能性は低い 可能性は高い

輸送需要想定値：アクセス選択率15%　都市内利用者分2000人で設定

意　識　調　査　か　ら　分　析

運行本数：毎時2本　運行時間：15時間　　ピーク率：10%　

運賃関係：アクセス分550円　都市内分230円

 
7-5．アンケート集計結果について 

 アンケートについては、現在実施されていないが、実

施後は集計分析を行い、結果及び得られた知見に基づく

議論については当日会場にて発表を行う。 
 
8．おわりに 

 本研究では、既存モデルを使用し北海道新幹線の需要

予測の高度化を図った。その結果、開業後の旅客流動量

は 2.4 倍に増えることがわかった。また、新函館駅の軌
道系アクセス交通の検討を行い、LRV よりレールと道
路双方を自在に行き来できる DMV の方が、事業費・営
業費を低く抑えることが出来るため、採算性に優れてい

ることがわかった。今後は、実験計画法を用いた意識調

査を実施し、DMV 選択率モデルの構築を行い、新函館
駅と五稜郭が DMV アクセスで結ばれた際の事業採算性
について検討を行う。 
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